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目 的：医療費の適正化に向けた取組等に対するインセンティブの強化

対 象：市町村および都道府県

保険者努力支援制度

経済財政運営と改革の基本方針2015（抄）[平成27年6月30日閣議決定]

（インセンティブ改革）

全ての国民が自らがんを含む生活習慣病を中心とした疾病の予防、合併症予防を含む重症化予防、介護予防、後発医薬

品の使用や適切な受療行動をとること等を目指し、特定健診やがん検診の受診率向上に取り組みつつ、個人や保険者の取

組を促すインセンティブのある仕組みを構築することが重要である。

このため、保険者については、国民健康保険において、保険者努力支援制度の趣旨を現行補助制度に前倒しで反映する。

その取組状況を踏まえ、2018 年度（平成30 年度）までに保険者努力支援制度のメリハリの効いた運用方法の確立（中略）な

ど、保険者における医療費適正化に向けた取組に対する一層のインセンティブ強化について制度設計を行う。

保険者努力支援制度の概要

1

保険者努力支援制度の評価結果について

○保険者努力支援制度は、取組や成果に応じたインセンティブ制度であり、都道府県、市町村にとって、医療

費適正化等の取組状況を「見える化」し、自らの立ち位置を客観的かつ容易に把握できるツールである認識が

重要。

○これをきっかけに、それぞれの強みや課題を把握、分析し、今後の戦略的な取組強化につなげていただきた

い。

「厚生労働省 国民健康保険課長 説明」



平成３１年度保険者努力支援制度の結果について

（都道府県＋市町村）分

一人 円

一人 円

一人 円

倍

一人 円

(　）は前年

２６位 滋賀県 3,570

(18位) (3,451）

平均 3,470

格差 1.80

４７位 東京都 2,599

全国

１位 長野県 4,688

市町村分

一人 円

一人 円

一人 円

倍

一人 円

(　）は前年

２１位 滋賀県 1,820

(12位) (1,814）

平均 1,735

格差 1.45

４７位 東京都 1,484

全国

１位 佐賀県 2,151

都道府県分

一人 円

一人 円

一人 円

倍

一人 円

(　）は前年

２６位 滋賀県 1,750

(20位) (1,635）

平均 1,735

格差 2.68

４７位 山口県 1,025

全国

１位 福島県 2,742



指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況

○第三者求償の取組状況

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該当者及び予備群

の減少率

○特定健診受診率・特定保健指導受診率

○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に基づく受診勧奨

等の取組の実施状況

○がん検診受診率

○歯科疾患（病）検診実施状況

指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況

○重症化予防の取組の実施状況

指標④ 広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況

○個人へのインセンティブの提供の実施

○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況

○重複服薬者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況

○後発医薬品の促進の取組

○後発医薬品の使用割合

指標① 収納率向上に関する取組の実施状況

○保険料（税）収納率

※過年度分を含む

指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況

○データヘルス計画の実施状況

指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況

○医療費通知の取組の実施状況

指標④ 地域包括ケアの推進に関する取組の実施状況

○国保の視点からの地域包括ケア推進の取組

指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況

○適切かつ健全な事業運営の実施状況

平成３１年度保険者努力支援制度の結果について
市町村分（５０0億円程度） うち滋賀県 5.3億円(5.4億円）

都道府県分（500億円程度） うち滋賀県 5.1億円(4.9億円）

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価

○主な市町村指標の都道府県単位評価

・特定健診・特定保健指導の実施率

・糖尿病等の重症化予防の取組状況

・個人インセンティブの提供

・後発医薬品の使用割合

・保険料収納率

※ 都道府県平均等に基づく評価

指標② 医療費適正化のアウトカム評価

○都道府県の医療費水準に関する評価

※国保被保険者に係る年齢調整後一人当たり医療費に

着目し、

・その水準が低い場合

・前年度より一定程度改善した場合

に評価

指標③ 都道府県の取組状況

○都道府県の取組状況

・医療費適正化等の主体的な取組状況

（保険者協議会、データ分析、重症化予防の取組

等）

・医療提供体制適正化の推進

・法定外繰入の削減

19 (28)

1 (17)

43 (25) 14 (16)

21 (36)

30 (14)

1 (39)

1 (8)

16 (16)

42 (42)

12 (7)

10 (5)

全国順位

10 (11) 32 (18) 4 (1)

20 (18)

（ ）は昨年度実績



指標⑤ 第三者求償の取組の実施状況

○第三者求償の取組状況

指標① 特定健診･特定保健指導の実施率、メタボリックシンドローム該当者及び予備群

の減少率

○特定健診受診率・特定保健指導受診率

○メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率

保険者共通の指標 国保固有の指標

指標② 特定健診･特定保健指導に加えて他の健診の実施や健診結果等に基づく受診勧奨

等の取組の実施状況

○がん検診受診率

○歯科疾患（病）検診実施状況

指標③ 糖尿病等の重症化予防の取組の実施状況

○重症化予防の取組の実施状況

指標④ 広く加入者に対して行う予防･健康づくりの取組の実施状況

○個人へのインセンティブの提供の実施

○個人への分かりやすい情報提供の実施

指標⑤ 加入者の適正受診・適正服薬を促す取組の実施状況

○重複服薬者に対する取組

指標⑥ 後発医薬品の使用促進に関する取組の実施状況

○後発医薬品の促進の取組

○後発医薬品の使用割合

指標① 収納率向上に関する取組の実施状況

○保険料（税）収納率

※過年度分を含む

指標② 医療費の分析等に関する取組の実施状況

○データヘルス計画の実施状況

指標③ 給付の適正化に関する取組の実施状況

○医療費通知の取組の実施状況

指標④ 地域包括ケアの推進に関する取組の実施状況

○国保の視点からの地域包括ケア推進の取組

指標⑥ 適正かつ健全な事業運営の実施状況

○適切かつ健全な事業運営の実施状況

平成３１年度保険者努力支援制度の結果について

都道府県分

指標① 主な市町村指標の都道府県単位評価

○主な市町村指標の都道府県単位評価

・特定健診・特定保健指導の実施率

・糖尿病等の重症化予防の取組状況

・個人インセンティブの提供

・後発医薬品の使用割合

・保険料収納率

※ 都道府県平均等に基づく評価

指標② 医療費適正化のアウトカム評価

○都道府県の医療費水準に関する評価

※国保被保険者に係る年齢調整後一人当たり医療費に

着目し、

・その水準が低い場合

・前年度より一定程度改善した場合

に評価

指標③ 都道府県の取組状況

○都道府県の取組状況

・医療費適正化等の主体的な取組状況

（保険者協議会、データ分析、重症化予防の取組

等）

・医療提供体制適正化の推進

・法定外繰入の削減

（ ）は全国平均

満点150
44.7 (43.0)

得点

満点40
29.5 (28.5)

満点25
11.6 (13.2)

満点25
25 (23)

満点50
50.0 (44.8)

満点100
43.4 (39.5)

満点105
103 (96.9)

全国平均 34.7万円
滋賀県 34.4万円

満点85
53 (46)

満点100
97.4 (85.0)

満点90
81.6 (66.4)

満点50
50.0 (39.9)

満点135
43.2 (60.6)

満点60
38.8 (37.2)

満点55
20.3 (27.6)

市町村分

滋賀県 34.4万円
(前年 34.0万円）


